
平成２８年度に向けての展開方針　（方針や重点事業の計画等を記載）

単位 (初期値) H26年度 H27年度 H28年度 目標

％ 78.2 79.3  

％ 52.1 50.7  

％ 89.5 93.1  

％ 51 61  

人 11,630 14,085  

平成２８年度　総務部　施策展開方針　計画書

１．まちづくり政策（総務部関係分）

政策
０４

政策展開の方向性

　交通安全や防犯活動の推進、生活衛生環境や冬期生活環境の充実などを通じて安全で快適な社会環境を築いていく
とともに、地域防災力の向上や消防・救急体制の充実を図ることにより、災害に強く、だれもが末永く安心して暮らせるま
ちづくりを進めます。

安
全
・
安
心

「地域防災力向上支援事業」
　防災訓練・セミナー等参加人数

04-02　地域防災力の向上04-02　地域防災力の向上

・平成27年度は災害時に住民等が迅速かつ的確な避難ができるよう、災害の特性に応じた指定緊急避難場所や指定
避難所を指定しましたが、平成28年度は避難所に関するリーフレット等の配布等により、地域住民等への周知徹底に努
めます。
・公共施設の耐震化改築等に合わせて、地域ごとの核となる避難所に一定程度の備蓄品の分散配置を進めます。平成
28年度は第一中学校、第一小学校等で備蓄品の配置を行います。
・総合防災訓練は、江陽地区で地域と中学生が連携した総合防災訓練を実施し、将来の地域防災の担い手となる中学
生への意識啓発と地域全体での防災意識の高揚に努めます。また、避難所運営訓練の未実施地域に訓練開催を呼び
かけるなど、市全体の防災力向上を意識した訓練・研修等を積極的に進めます。また、市職員の研修等により、発災時
の各部局、職員の役割を徹底し、災害時に即応できる組織体制の強化に努めます。

災害対策が充実し安心と思う市民割合

「災害対応物品整備事業」
　備蓄計画に対する充足率（災害用毛布）

政 策 の 成 果 指 標

安全で衛生的な生活環境が整っていると思う
市民割合

消防・救急活動に満足している市民割合

総 務 部 が 所 管 す る 個 別 計 画 ま た は 重 点 事 業 の 進 捗 状 況



平成２８年度に向けての展開方針　（方針や重点事業の計画等を記載）

単位 (初期値) H26年度 H27年度 H28年度 目標

％ 64.7 59.4  

％ 72.7 65.8  

％ 48.7 44.3  

人 518 483 →

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

一般会計　（A） 16,864,749 16,809,764

基本財産基金
運用会計　（B）

247,000 204,000

合計　（A+B） 17,111,749 17,013,764

人工　（a） 118.95 122.95

平均単価　（b） 7,822 7,651

人件費　（a×b） 930,427 940,690

18,042,176 17,954,454

実　績

２．えべつ未来戦略（総務部関係分）

戦　　　略
■戦略プロジェクト

　「関連事業」　（担当課）

戦　略　１
ともにつくる協働のまちづくり

「ふるさと納税普及促進事業」（契約管財課）

戦　略　２
えべつの将来を創る産業活性化

■２Ｃ　雇用の創出と人材育成の支援

「市内大学等インターンシップ事業」（職員課）

戦　略　３
次世代に向けた住みよいえべつづくり

総 額 18,391,988

３． 総務部の資源

平成26年度

歳出予算額
（千円）

17,110,461

331,707

17,442,168

予算額

政 策 の 成 果 指 標

市政運営に満足している市民割合

正職員人件費
（千円）

120.95

7,853

949,820

戦　略　４
えべつの魅力発信シティプロモート

■４Ａ　ニーズにあわせた効果的な情報発信

行政情報の共有化を感じる市民割合

男女が平等だと思う市民割合

総 務 部 が 所 管 す る 個 別 計 画 ま た は 重 点 事 業 の 進 捗 状 況

「職員研修事業」
　研修参加者延べ人数

政策
０９

政策展開の方向性

　効率的な行政サービスの執行と健全な財政の確保により、市の基礎自治体としての機能を充実させ、自主・自立の市
政運営を推進します。また、市政の透明性を確保するとともに、市民と市の情報共有を図るため、広報広聴の充実を図
り、情報公開や個人情報保護制度を適正に運用します。
　さらに、男女共同参画による市政運営を推進するために、男女平等意識の醸成に努めます。

計
　
画
　
推
　
進 09-0１　自主・自立の市政運営の推進

・質の高い行政サービスの提供と多様化する行政需要の変化に対応できる人材を育成するため、職員の政策形成能力
や対応力などの向上を目的とした研修を実施します。また、行政課題に柔軟に対応できるよう、引き続き、各部等との協
議を行い、効率的な組織体制の構築を進めます。


